
資料４

事業番号 ①

国際競争組織分担金 担当部局庁 官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成17年度～ 担当課室 官房国際課 南部　利之

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ③競争政策の広報・広聴等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国際競争組織分担金とは，ICN（International Competition Network，国際競争ネットワーク）の各参加競争当局が，ICNの運営費用を分担
して支出するものである。発展途上国を含むより多くの競争当局がICNの活動に幅広く参加することによりICNの成果も一層充実したものとな
るとの観点から，渡航費の捻出が困難であると認められる競争当局については，参加当局の分担金により費用負担をしている。また，近年
はICNウェブサイトを通じた情報発信が進められているところ，コンテンツの充実等を図るため，ウェブサイトの運営費用に関しても，同様の
枠組を用いて参加当局が負担することとなっている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　各国・地域競争当局のネットワークであるICNの運営経費について，一人当たりのGNI（国民総所得）を基礎に算出された一定金額を負担。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 0 0

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0.3 0.3 0.3 0.3

補正予算 0

繰越し等 0 0 0 0

0.3 0.3 0.3 0.3

執行額 0.3 0.2 0.2

執行率（％） 96 87 96

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

※国際競争組織分担金に係る成果は，ICNの活動目的
である競争法の国際的な収れん及び各国・地域競争当
局間の協力関係の強化であるところ，当該分担金に係る
成果については性質上，数値で定量的に示される指標
を設定することはできない。

成果実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

※国際競争組織分担金に係る活動は，ICNの活動目的
である競争法の国際的な収れん及び各国・地域競争当
局間の協力関係の強化のために行われているところ，当
該目的を達成するための活動は一義的ではないことか
ら，当該分担金に係る活動内容を具体的に説明できる定
量的な指標を設定することはできない。

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

国際競争組織分担金 0.3
平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

計 0.3

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）



備考

外部有識者の所見

②

　本組織は，競争法執行における手続面及び実体面の
収れんを促進することを目的としているところ，経済のグ
ローバル化が進む中，同収れんに対する国民，特に，グ
ローバルに事業展開する事業者のニーズは非常に高
い。また，本組織は，各国・地域における競争当局（国の
機関）により構成される組織であるところ，国が実施すべ
き事業である。

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　費用は各国の一人当たりのＧＮＩ（国民総所得）に応じ
て決定されており，発展途上国を含めたＩＣＮ加盟国（同
費用による受益者）が公平に負担するものである。また，
同費用はＩＣＮの運営費用に限定されている。

重
複
排
除

○

○

評　価項　　目

事
業
の
有
効
性

　例年，年次総会，各種ワークショップが多くの当局者等
の参加のもと開催され，競争法・競争政策に関する様々
なテーマの講演及び討議を行っている。また，毎年，ＩＣＮ
加盟当局の総意に基づき作成される報告書等の成果物
は法令やガイドライン等の改正の際に公正取引委員会
において活用することができる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点
検
結
果

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

平成24年平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

③（３） ⑥平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

-

-

-

-

-

-

行政事業レビュー推進チームの所見

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　ＩＣＮにおける議論及び成果物は，公正取引委員会においてもガイドライン等の改正の際に参考とされており，また，公正取引委員会が競争法執行にお
ける手続面及び実体面の収れんを促進することを目的としたこれらの議論や成果物の作成に関与することが日本の競争法・競争政策の発展に資するも
のであることから，組織運営のために必要な分担金に係る当該予算措置を継続する。



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

ICN各種会合に参加

参加当局への連絡，
ウェブサイトの運営等

公正取引委員会
0.2百万円

A. ICN事務総局
0.2百万円



A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.ICN事務総局

B.

8

9

10

7

6

4

5

3

1

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＩＣＮ事務局（カナダ競争局） ＩＣＮにおける運営上の諸事務（参加当局への連絡，ウェブサイトの運営等） 0.2

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率入札者数

10



資料４

事業番号 ②

独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会 担当部局庁 官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和54年度～ 担当課室 官房総務課 東出　浩一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ③競争政策の広報・広聴等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地方有識者（経済界，学識経験者，報道機関，消費者団体等）と公正取引委員会委員等との懇談会を通じて，競争政策や公正取引委員会の活動
について，幅広く意見・要望を把握し，今後の競争政策の有効かつ適切な推進を図るとともに，併せて開催する講演会を通じて競争政策に対するより
一層の理解を深めることを目的としており，毎年，全国各地において開催している。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　公正取引委員会の最近の活動状況等について，各地域の主要経済団体，消費者団体の代表者等の有識者から公正取引委員会の委員等が意見
を聴取するとともに，率直な意見交換を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 △ 0.1 0

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 4.8 4.4 4.4 4.3

補正予算 0

繰越し等 0 0 0 0

4.8 4.4 4.3 4.3

執行額 3.6 3.2 3.1

執行率（％） 76 72 71

成果指標 単位 22年度 23年度

％

24年度
目標値

（　　年度）

※独占禁止法等の運用や競争政策の運営等に対する
意見聴取が中心であり，政策への反映状況について指
標を設定することは困難。

成果実績

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見
込み）

9 9 10 ―

(9) (9) (10) (8)

単位当たり
コスト

　　307,423（円／懇談会1回） 算出根拠
独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会開催に係る経費
（3,074,226円）/懇談会の開催回数（10回）

独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会開催回
数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.8

1.8

委員等旅費 0.1

職員旅費

庁費 1.6

4.3

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）



経済取引局

○

○

③

　競争政策を有効かつ適切に実施していくためには，各
地の有識者と意見交換を行うことが重要である。
　各地の有識者からの意見聴取は，競争政策を実施す
る公正取引委員会（国）が直接行う必要がある。

　類似の事業として「独占禁止懇話会」（経済取引局が
所管）が実施されているが，これは各界の代表者・有識
者等から，全国的な見地から意見を聴取するものであ
り，各地の有識者から地域の経済社会の実情に即した
競争政策に関する意見・要望を聴取する本事業との役
割分担は適切である。

所管府省・部局名

独占禁止懇話会

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　旅費，謝金については，規則・統一単価に基づいて支
出しており，庁費の支出については，相見積りを原則と
することにより，競争性の確保とコストの削減を図って
いる。

重
複
排
除

○

○

－

－

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　各地の有識者が一堂に会した場で意見交換を行うこ
とにより，効率的に意見を聴取できるほか，有識者間の
議論も行われるため，より効果的に意見を聴取できる。
また，講演会も併せて行うことにより，当該地域全体の
事業者等に競争政策に対するより一層の理解を深めて
もらうことができる。
　懇談会の場において有識者から聴取した意見につい
ては，主な意見を公表するとともに，全局的に共有し，
随時，各種取組に反映する等，公正取引委員会の競争
政策の運営に重要な役割を果たしている。例えば，「親
事業者による下請法違反行為の未然防止を図るととも
に，商取引において弱い立場にある下請事業者を保護
する観点から，今後とも親事業者を対象とした実効性の
ある研修を行ってほしい。」との意見に対しては，親事
業者を対象とした下請法の習熟度に応じた講習会や業
種別講習会を行うなど，対象別のきめ細かい普及・啓
発活動を実施しており，「カルテルや入札談合が独占禁
止法に違反する行為であることは，公正取引委員会の
広報活動によってかなり周知徹底されてきていると思う
が，地方ではまだその認識が弁護士でさえ不十分であ
ると感じることも多い。引き続き，地方の企業や弁護士
等への広報活動も積極的に行う必要がある。」との意見
に対しては，地方の弁護士会との意見交換等を行うな
どしている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

平成24年平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

3

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

③（２） ⑦平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

関連する過去のレビューシートの事業番号

項　　目

点
検
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会については，競争政策について分かりやすい説明を行うとともに，積極的に意見聴取を行っている。意
見聴取結果については，主な意見を公表するとともに，事務総局内で共有し，政策への反映を図るなど，地方の意見を施策に生かす貴重な機会であ
ることから，今後も積極的に懇談会を開催して意見聴取を行うこととする。

評　価



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｂ．民間事業者（33社）

1.0百万円

公正取引委員会

3.1百万円

Ａ．地方有識者（78名）

0.7百万円

Ｃ．公正取引委員会

委員・職員（29名）

1.3百万円

【出席依頼】

懇談会等の企画・運営等

【随意契約】

懇談会において，

意見・要望を陳述
会場，ハイヤー及び会議時の

コーヒーの提供等
懇談会・講演会の出席・運営

に係る出張



A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A. 地方有識者

B. 民間事業者

Ｃ 公正取引委員会委員・職員

0.14

0.04

0.06

0.07

0.14

8 永代印刷㈱ 講演会看板の提供 0.04

9 未来都ハイタク事業協同組合 ハイヤーの提供 0.03

10 土佐ハイヤー㈱ ハイヤーの提供 0.03

7
公益財団法人三重県文化振
興事業団

懇談会・講演会会場，講演会看板等の提供

懇談会・講演会会場，講演会看板等の提供 0.19

6 護国会館 懇談会・講演会会場，講演会看板，コーヒー代等の提供

㈱かりゆし 懇談会：講演会会場，講演会看板，コーヒー代等の提供

懇談会・講演会会場等の提供

4 福岡県自治会館管理組合 懇談会・講演会会場等の提供 0.08

5
財団法人埼玉県産業文化セ
ンター

3

1 大阪商工会議所

2 高知商工会館 懇談会・講演会会場，コーヒー代等の提供

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.02

2 個人Ｂ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.02

3 個人Ｃ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

4 個人Ｄ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

5 個人Ｅ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

6 個人Ｆ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

7 個人Ｇ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

8 個人Ｈ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

9 個人Ｉ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席 0.01

0.01

落札率入札者数

個人Ｊ 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会への出席10

1 個人Ａ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.17

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 個人Ｂ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.16

3 個人Ｃ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.13

4 個人Ｄ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.12

5 個人Ｅ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.1

6 個人Ｆ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.09

7 個人Ｇ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.08

8 個人Ｈ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.08

9 個人Ｉ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.08

10 個人Ｊ 懇談会・講演会の出席・運営に係る出張 0.03



資料４

事業番号 ③

独占禁止懇話会 担当部局庁 経済取引局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和44年度～ 担当課室 経済取引局総務課 笠原　宏

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ③競争政策の広報・広聴等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　公正取引委員会が各界の有識者から意見を聴取するとともに，意見交換を行うことを通じて，経済社会の変化に即応した競争政策の有効
かつ適切な推進を図り，併せて競争政策に対する国民的理解の増進を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　公正取引委員会が，懇話会を開催し，その取組や競争政策の在り方等について，広く各界（学界，言論界，消費者団体，産業界，中小企
業団体等）の有識者と意見交換を行うもの。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 △ 0.1 0

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1.6 1.6 1.6 1.4

補正予算 0

繰越し等 0 0 0 0

1.6 1.6 1.5 1.4

執行額 0.6 1.5 0.5

執行率（％） 40 93 36

成果指標 単位 22年度 23年度

％

24年度
目標値

（　　年度）

※本事業の目的は上記のとおりであり，これらに関して
定量的な目標を示すことは困難である。

成果実績

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

回

2 4 2 ―

(         3         )(         4         )(         3         ) (       3        )

単位当たり
コスト

262,533（円／懇話会１回） 算出根拠 独占禁止懇話会開催に係る経費（525,065円）／開催回数（2回）

独占禁止懇話会の開催回数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.9

0.2

庁費 0.3

委員等旅費

1.4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予

算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）

計



官房

備考

外部有識者の所見

○

○

④

　我が国経済社会の変化に即応した競争政策を有効か
つ適切に実施していくためには，定期的に各界の代表
者，有識者等と意見交換を行うことが重要である。
　有識者からの意見聴取は，競争政策を実施する公正
取引委員会（国）が直接行う必要がある。

　類似の事業として「独占禁止政策に関する地方有識者
との懇談会」（官房が所管）が実施されているが，これは
各地方ごとに開催するもので，各地の有識者からの競
争政策に関する意見・要望を把握するものであり，全国
的な見地から意見を聴取する独占禁止懇話会との役割
分担は適切である。

所管府省・部局名
独占禁止政策に関する地方有識者との
懇談会

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　支出は，会員への旅費，意見陳述の謝金，速記録作
成，飲料水の提供のみであり，必要最小限の支出に限
定している。
　旅費及び謝金は規則・統一単価に基づいて支出してお
り，速記録作成及び飲料水の支出先業者の選定に当
たっては，相見積りを原則とし，高額な見積りを提示した
業者を次回の見積りの際に入れ替えることにより競争性
の確保とコストの削減を図っている。
　なお，不用率が大きいのは，３月に開催を予定してい
た会合が会員との日程調整の結果４月にずれ込んで，
年度内の会合開催数が２回にとどまったためである。

重
複
排
除

○

○

2

－

○

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　各界の代表者，有識者等と一堂に会した場で意見交
換を行うことにより，効率的かつ効果的に意見を聴取で
きるほか，各界有識者間の議論も行われるため，より深
みのある意見を聴取できる。また，このような意見交換
の場を設けることにより，各界有識者の競争政策に対す
る理解が深まっているものと考えられる。
　独占禁止懇話会の場において有識者から聴取した意
見については，議事録を公表するとともに，随時，各種
取組に反映する等，公正取引委員会の競争政策の運営
に役立てている。
　例えば，「企業における独占禁止法コンプライアンスに
関する取組状況についての報告書を企業に周知する際
は，法務部門だけでなく，直接経営陣にアピールして，
トップダウンで伝えてもらう方法が効果的である」との意
見に対しては，日本商工会議所と東京商工会議所の合
同会議など，会社経営者等が参加する会議において講
演を行うなど，経営陣への直接的な働き掛けに取り組ん
でいる。
　また，独占禁止懇話会の議事録等の成果物は公正取
引委員会のホームページ上で公表しており，これら成果
物へのアクセス件数は，一月当たり158件に上っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

平成24年平成23年

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

③（４） ⑧平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

関連する過去のレビューシートの事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　独占禁止懇話会は，経済社会の変化に即応して競争政策を有効かつ適切に推進するため，公正取引委員会が，広く各界の有識者と意見交換を行う
ための会議である。会合で聴取した意見については，議事録を公表するとともに，各種取組への反映を図っており，各界の有識者の意見を競争政策の
運営にいかす貴重な機会であることから，今後も独占禁止懇話会を開催して意見聴取を行うこととする。

評　価項　　目

点
検
結
果



【委嘱】 【随意契約】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

速記録の作成，飲料等の提供懇話会における意見陳述

公正取引委員会
0.53百万円

Ａ．独占禁止懇話会会員（23名）
0.43百万円

Ｂ．民間事業者（3社）
0.09百万円

会議の運営等



A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.独占禁止懇話会会員

B.民間事業者

0.04

3 0.01

8

9

10

7

独占禁止懇話会に係る速記録の作成 0.04

6

(株)オーキッド 飲料等の提供

4

5

1 扶桑速記印刷(株)

業　務　概　要

2 (株)大和速記情報センター 独占禁止懇話会に係る速記録の作成

支　出　先
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 独占禁止懇話会への出席 0.05

2 個人Ｂ 独占禁止懇話会への出席 0.03

3 個人Ｃ 独占禁止懇話会への出席 0.03

4 個人Ｄ 独占禁止懇話会への出席 0.03

5 個人Ｅ 独占禁止懇話会への出席 0.03

6 個人Ｆ 独占禁止懇話会への出席 0.03

7 個人Ｇ 独占禁止懇話会への出席 0.03

8 個人Ｈ 独占禁止懇話会への出席 0.03

9 個人Ｉ 独占禁止懇話会への出席 0.01

0.01

落札率

10 個人Ｊ 独占禁止懇話会への出席



資料４

(        1        ) (        1        )

活動指標及び活
動実績

（アウトプット） 24年度 25年度活動見込

国際シンポジウムの開催回数

活動実績

（当初見
込み）

回

1 1 1 ―

(        1        )

活動指標 単位 22年度 23年度

(        1        )

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）

計 22.4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

外国人招へい費 2.5

経済実態等調査費 7.0

0.1

委員等旅費 6.2

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 6.5

―

(        3        ) (        3        ) (        3        ) (        3        )

単位当たり
コスト

29,927（円／公開セミナー1回）
2,142,896（円／国際シンポジウム1回）

算出根拠
公開セミナー開催に係る経費（89,781円）／開催回数（3回）
国際シンポジウム開催に係る経費（2,142,896円）／開催回数（1回）

公開セミナーの開催回数

活動実績

（当初見
込み）

回

3 4 3

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

達成度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

※本事業の目的は上記のとおりであり，これらに関して
定量的な目標を示すことは困難である。

成果実績

成果指標 単位 22年度 23年度

％

執行率（％） 85 78 88

19.2 24.9 24.4 22.4

執行額 16.4 19.5 21.5

繰越し等 0 0 0 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 19.2 24.9 25.2 22.4

補正予算 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 △ 0.8 0

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　競争政策研究センター（ＣＰＲＣ）は，足元の施策実施に役立てるという観点はもとより，中長期的観点から独占禁止法の運用や競争政策の企画・立
案・評価を行う上での理論的・実証的な基礎を強化するため，外部の研究者や実務家の知的資源と公正取引委員会職員との機能的・持続的な協働
のプラットフォームの整備を図ることを目的としている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　競争政策研究センターは，外部の研究者や実務家と公取委職員との協働のプラットフォームの整備を図ることを目的としたバーチャルな組織であっ
て，プロジェクトごとに経済学者，法学者に公取委職員が加わって共同研究を行うとともに，定期的にワークショップ，公開セミナー，国際シンポジウム
を開催している。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名 ③競争政策の広報・広聴等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

経済取引局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成15年度～ 担当課室 経済取引局総務課経済調査室 堀内　悟

事業名

事業番号 ④

競争政策研究センター 担当部局庁



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　競争政策研究センターの活動は，その成果物が公正取引委員会の実務で活用されるなど有効な取組であることから，引き続き実施する。

評　価項　　目

点
検
結
果

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

③（６） ⑩平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

－

－

－

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　セミナー及びシンポジウムの開催実績は当初の見込
みと同等となっている。
　成果物である共同研究報告書については，例えば，
「競争法の観点からみた国家補助規制－EU競争法の
議論を参考に－」は，我が国においてはＥＵの国家補助
規制について体系的に紹介した数少ない文献であると
ころ，競争政策の観点から公的支援の問題を検討する
に当たって活用し得るものであるとともに，国会等で取
り上げられるなど社会的有用性の高いものであった。
　また，成果物はホームページでの公表や大学・研究
機関等へ配布しているほか，公開セミナーでの講演や
職員向けの研修で使用するなど積極的に活用してい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　支出先の選定に当たっては競争入札又は極力３者以
上からの見積り合わせを実施して競争性の確保・コスト
の削減に努めている。
　共同研究の実施や研究成果の普及等の事業目的の
実現に必要不可欠かどうかを慎重に吟味した上で印
刷，翻訳等の経費の支出の可否を判断している。

重
複
排
除

○

○

　昨今競争政策の重要性が高まる中，競争法の運用や
競争政策の企画・立案・評価に資する研究を行って，研
究成果を実務に反映させていくためには，公正取引委
員会職員（国）が研究に参加するなどして，主体的に研
究活動を行っていく必要がある。したがって，国自身が
実施すべき事業といえる。
　共同研究に関連したテーマで開催している国際シンポ
ジウムや公開セミナーには，競争政策に関係する企業
関係者や法曹等が多数参加していることから，国民の
ニーズがあり，優先度が高い事業といえる。

所管府省・部局名

○

○

⑤



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｂ．民間事業者（22社）

4.9百万円
Ａ．競争政策研究セン

ター所長・研究官等

（52名）
12.4百万円

Ｃ．公正取引委員会職員

（3名）

0.2百万円

【委嘱】 【一般競争入札・随意契約】

検討会への参加等

Ｄ．国際シンポジウム・

公開セミナー講演者

（8名）

1.9百万円

【出席依頼】

国際シンポジウム・公
開セミナーでの講演

Ｅ．民間事業者（6社）

2.2百万円

国際シンポジウムにおけ
る会場提供，国際シンポジ
ウム・公開セミナーにおけ
る同時通訳・テープ起こし

等

【随意契約】

公正取引委員会
21.5百万円

競争政策研究セン
ターの運営

共同研究に必要な備品・
文献等の納入，翻訳業務

学会への出席，共同研
究報告会等



計 1.03 計 0

謝金 謝金 0.03

旅費 交通費 1.0

D.国際シンポジウム・公開セミナー講演者 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.00 計 0

C.公正取引委員会職員 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.0 計 0

B.民間事業者 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.30 計 1.6

旅費 交通費 0.05

金　額
(百万円）

謝金 謝金 2.25 その他
国際シンポジウム開催経費（会場借料，意
見交換会費用等）

1.6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A.競争政策研究センター所長・研究官等 E.民間事業者



支出先上位１０者リスト
A.競争政策研究センター所長・研究官等

B.民間事業者

※　毎年度入札を実施する業務については，次回入札時の予定価格が類推できないよう，予定価格及び落札率を公表していない。

Ｃ.公正取引委員会職員

Ｄ.国際シンポジウム・公開セミナー講演者

Ｅ.民間事業者

10 個人Ｊ 競争政策研究センターでの会議等への出席

落札率

0.3

9 個人Ｉ 競争政策研究センターでの会議等への出席 0.3

8 個人Ｈ 競争政策研究センターでの会議等への出席 0.4

7 個人Ｇ 競争政策研究センターでの会議等への出席 0.4

6 個人Ｆ 競争政策研究センターでの会議等への出席 0.5

5 個人Ｅ 競争政策研究センターでの会議等への出席 0.6

4 個人Ｄ 競争政策研究センターでの会議等への出席 1.0

3 個人Ｃ 競争政策研究センターでの会議等への出席 1.9

2 個人Ｂ 競争政策研究センターでの会議等への出席 2.1

1 個人Ａ 競争政策研究センターでの会議等への出席 2.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数

共同研究に係る翻訳業務

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3

1 ㈱ＳＡＹ企画

2 ㈱パラジャパン

4 ㈱アクチュアル 共同研究に係る翻訳業務 0.6

5 アイサプライ・ジャパン㈱

6 ㈱コーディ 共同研究に係る翻訳業務

新高速印刷㈱ 共同研究報告書等印刷

統計データ提供

7 ㈱興栄社 共同研究報告書等印刷

競争政策関係論文インデックス作成作業 0.8

9 ㈱和幸印刷 共同研究報告書等印刷 0.2

10 有明印刷㈱ 共同研究報告書等印刷 0.1

8 ユサコ㈱ 論文データベース利用料 0.3

0.3

0.5

0.5

0.7

0.7

8

6

1 個人Ａ 国際シンポジウム講演者 1.0

10

5 個人Ｅ 国際シンポジウム講演者 0.03

3 個人Ｃ 国際シンポジウム講演者 0.3

9

7 個人Ｇ 公開セミナー講演者 0.02

2 ㈱アイ・エス・エス 国際シンポジウムにおける同時通訳及びテープ起こし 0.4

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

6 ㈱オーキッド 公開セミナーの飲料水提供 0.0005

4 ㈱サウンドクロップ 公開セミナーにおけるテープ起こし 0.07

10

8

入札者数
1 個人Ａ 経済法研究会への出席等 0.04

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

3 個人Ｃ 経済法研究会への出席 0.03
2 個人Ｂ 経済法研究会への出席 0.04

5
4

7

落札率

9

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数

2 個人Ｂ 国際シンポジウム講演者 0.4

4 個人Ｄ 公開セミナー講演者 0.05

6 個人Ｆ 公開セミナー講演者 0.02

8 個人Ｈ 公開セミナー講演者 0.01

落札率

10

入札者数
1 ㈱東京ロイヤルホテル 国際シンポジウムの会場提供 1.6

3 ㈱グローヴァ 国際シンポジウムの資料の翻訳 0.1

5 日本レンタルカメラ㈱ 公開セミナーにおける機材レンタル 0.02

7

9

落札率



資料４

競争評価の実施状況の検証

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）

計 1.3

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

0.6

経済実態等調査費 0.3

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.4

―

（13） (7) (7) (7)

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　96,717（円／検討会議1回） 算出根拠

規制影響分析手法に係る検討会議開催に係る経費（290,152円）／開催
回数（3回）
なお，競争評価の実施状況の検証については，特段の費用は発生して
いない。

検討会議開催回数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

回

2 2 3

24年度単位成果指標

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

*本事業の目的は上記のとおりであり，これら
に関して定量的な目標を示すことは困難である。

成果実績

達成度

22年度 23年度

％

目標値
（　　年度）

執行率（％） 12 13 20

2.6 1.5 1.4 1.3

執行額 0.3 0.2 0.3

繰越し等 0 0 0 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 2.6 1.5 1.5 1.3

補正予算 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 △ 0.1 0

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　他の行政庁における規制の事前評価に当たっての競争評価の内容の向上を図り，また，我が国における社会的・経済的情勢の変化を踏まえ，公的規
制の見直し及び関連分野における競争確保・促進政策について検討し，必要に応じて提言等を行うことで，競争的な市場環境を創出する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　規制影響分析のうち，特に，競争への影響の把握を中心として，経済学や規制の事前評価の知見を有する複数の外部有識者を招いて規制影響分析
手法等の検討を行っている。
　また，経済法や産業組織論等の分野で知見を有する外部有識者から，公的規制の見直し及び関連分野における競争確保・促進政策について，意見
を聴取するなどして，検討を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名 ③競争政策の広報・広聴等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

規制影響分析等検討会議 担当部局庁 経済取引局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和55年度～ 担当課室 経済取引局調整課 杉山　幸成

事業名

事業番号 ⑤

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

（－） （－） （－） （－）

活動実績

（当初見込
み）

67 82 42 －

件



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　競争的な市場環境を確保する観点から，規制影響分析の手法等について，有識者を交えて検討することは必要な取組であり，本会議で検討された手
法を活用して，競争評価の実施状況の検証を平成24年度においては42件実施している。
　また，平成25年１月に規制改革会議が立ち上げられたこと等，政府として規制改革への取組の推進が重要な課題となっていることを踏まえ，公正取引
委員会としても公的規制の見直し等に積極的に取り組む必要があることから本取組を引き続き実施する。
　なお，同検討会議に係る平成24年度の活動実績は3回となっており，活動実績が見込みに十分に見合ったものであったとは言えないが，前記のような
重要性に鑑み，平成25年度においては，当初見込みどおりの検討会議を開催することとしている。

評　価項　　目

点
検
結
果

関連する過去のレビューシートの事業番号

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

③（７） ⑪平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

△

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　規制の事前評価等に関する専門的知見を有する者が
一堂に会して議論することで，多岐にわたる論点の整理
等ができた。また，これらの議論の成果に基づき，競争
評価チェックリストの設問の回答を規制の事前評価にど
のように反映させるか整理をした。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　支出は，会員への旅費，意見陳述の謝金，速記録作
成，飲料の提供のみであり，必要最小限の支出に限定し
ている。
　旅費及び謝金は，規則・統一単価に基づいて支出して
おり，速記録作成及び飲料の支出先業者の選定に当
たっては，相見積りを原則とし，競争性の確保とコストの
削減を図っている。
　また，不用額の発生は，平成24年度の検討会議の開
催実績が3回となっていることに起因するが，これは，経
済産業省において進められていた電気事業制度改革に
ついての検討・議論に対して，競争政策の観点からの提
言を最も適切な時期に行うことを優先したこと，また，新
たに立ち上げられた規制改革会議の動向をフォローする
など，有用な提言を行うことができる適切な案件を選定
する上で必要な情報収集に注力したことによるものであ
る。

重
複
排
除

○

○

－

　OECDによる勧告等を踏まえて，各行政庁が規制の事
前評価において競争評価を実施するに当たり，より充実
した評価が可能となるよう競争政策に係る知見を有する
当委員会（国）において経済学や規制の事前評価の外
部有識者も加えて評価手法の検討を進めるなどの必要
がある。

所管府省・部局名

⑥

○

○

備考

外部有識者の所見

△

○



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

公正取引委員会

0.3百万円

規制影響分析手法，適用除外分野，
政府規制分野等に係る検討

【委嘱】 【随意契約】

A.検討会会員（3名）

0.2百万円

B.民間事業者（3社）

0.1百万円

検討会議出席 速記録の作成，飲料等の提供



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

A. E.



支出先上位１０者リスト
A. 検討会会員

B. 民間事業者

落札率

10

9

8

7

6

5

4

3 個人C 検討会議への出席 0.03

2 個人B 検討会議への出席 0.03

1 個人A 検討会議への出席 0.12

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 （株）大和速記情報センター 検討会に係る速記録の作成

支　出　先

5

3

1 扶桑速記印刷（株）

4

6

（株）オーキッド 飲料等の提供

7

検討会に係る速記録の作成 0.07

9

10

8

0.002

0.04



資料４

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （公正取引委員会）

計 112

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内

訳

13

消費税転嫁等対策業務庁費 98

消費税転嫁等対策業務旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

消費税転嫁等対策謝金 0.6

―

(                   ) (                   )
(説明会主催 ３０回
講師派遣 ２３０回)

　　　　　　　　　　　25,000円（円／移動相談会１回）
　　　　　　　　　　　236,000円（円／休日相談会１回）

算出根拠
移動相談会開催に係る費用（2,316,000円）/開催回数（92回）
休日相談会開催に係る費用（4,247,000円）/開催回数（18回）

説明会の開催回数及び事業者団体主催の説明会への
講師派遣回数

―

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

24年度単位成果指標

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

説明会参加者の満足度

成果実績

達成度

22年度 23年度

％

目標値
（　　年度）

70

執行率（％）

－ － － 112

執行額 － － －

繰越し等 － － － 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 － － － 112

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ － 0

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　平成２６年４月及び平成２７年１０月に二段階にわたって消費税率が引き上げられることを踏まえ，事業者間では税率引上げ時よりも早い時期から新
税率を前提として価格交渉が始まることに鑑み，中小事業者に不当に不利益を与える転嫁拒否等の行為を未然に防止するため，消費税の円滑かつ適
正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（以下，「転嫁対策特別措置法」という。）の内容などの説明会の
開催，パンフレットの作成・配布等による広報活動等を行うことにより，消費税の円滑かつ適正な転嫁を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　本事業では，以下のような事業などを実施する。
　①転嫁対策特別措置法などについて周知徹底を図るため，説明会を開催するとともに，事業者団体等が主催する説明会に講師を派遣する。
　②転嫁対策特別措置法の内容やガイドラインなどについて事業者向けに分かりやすいパンフレット等を作成・配布し，周知を行う。
　③事業者等からの求めに応じて移動相談会を実施するとともに，平日の説明会・移動相談会に参加することが困難な事業者等のために休日相談会を
実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名 ④消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税
の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法
第14条

関係する計画、
通知等

・社会保障・税一体改革大網（平成２４年２月１７日閣議決定）
・消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の基
本的な方針（中間整理の具体化）（平成２４年１０月２６日消費
税の円滑かつ適正な転嫁に関する対策推進本部決定）

経済取引局取引部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成25年度～ 担当課室 取引企画課 山田　弘

事業名

事業番号 新25-1

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る事業者向け広報等 担当部局庁

活動指標 単位 22年度 23年度

(                   )

24年度 25年度活動見込

24年度 25年度活動見込

パンフレット等の配布部数

活動実績

（当初見込
み） (                   ) (                   )

活動指標 単位 22年度 23年度

単位当たり
コスト

―

(                   ) (                   )
(移動相談会 ９２回
休日相談会 ９回)

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

移動相談会・休日相談会の開催回数

活動実績

（当初見込
み）

　　　　　　　　　　　95円（円／パンフレット等配布１部） 算出根拠
パンフレット等の印刷，配布等に要する経費（95,677,000円）
/配布部数（1,006,000部）

　　　　　　　　　　141,000円　（円／説明会１回）
　　　　　　　　　　　25,000円（円／講師派遣１回）

算出根拠
説明会開催に係る費用（4,241,000円）/開催回数（30回）
講師派遣に係る費用（5,790,000円）/派遣回数（230回）



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

　パンフレット等の作成，印刷等に当たっては，一般競争入札等の方法により調達することにより，競争性の確保とコストの削減を図ることとする。

評　価項　　目

点
検
結
果

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

○

平成24年平成23年

596

-

-

-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名重
複
排
除

○

○

今般の消費税率の引上げに際し，中小事業者を中心に
消費税を価格へ転嫁しやすい環境を整備していくことが
極めて重要な課題になっているところ，消費税の円滑か
つ適正な転嫁を確保する観点から，消費税の転嫁を阻
害する行為の是正等に関する特別措置等を内容とする
転嫁対策特別措置法が成立したところである。
同法の運用に当たっては，転嫁拒否等の行為を行った
事業者に対して調査や指導などを行うこととなるが，この
ような法律についての広報活動の実施に当たっては，地
方自治体や民間事業者に委ねるのではなく，同法を所
管し，調査や指導の中心となる公正取引委員会（国）が
直接行う必要がある。また，移動相談会や休日相談会
は，転嫁拒否等の被害を受けている事業者からの相談
を受け付けるところ，係る相談への対応は申告者の保護
の観点から，公正取引委員会（国）が直接行う必要があ
る。

公正取引委員会においては，転嫁対策特別措置法のう
ち，消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措
置及び消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共
同行為に関する特別措置に特化した広報を行うこととし
ている。他方、中小企業庁においては，転嫁対策特別措
置法も含めた政府の講ずる転嫁対策全般についての広
報を，中小企業，小規模事業者に向けて行うこととしてい
る。

所管府省・部局名

新25-0096

消費税転嫁対策窓口相談等事業

○

-

経済産業省・中小企業庁

経済産業省・中小企業庁消費税転嫁対策普及事業



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

公正取引委員会公正取引委員会

１１２百万円

パンフレット等の企画，作成，印刷及び発送業務，説明会等の実施

商工会議所等の経営指導員

０．６百万円

休日相談会における相談対応

【委嘱】【企画競争又は一般競争入札】

民間事業者

９６百万円

パンフレット及びポスターの作成・印刷等

公正取引委員会職員

１３百万円

説明会，相談会等に係る出張旅費

民間事業者

３百万円

説明会，相談会等の会場借上げ

【随意契約】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A. E.



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3

1

2

4

5

6

7

9

10

8
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